
◆有機農業の更なる取組拡大に向け、国産有機食品を応援頂ける小売業者及び飲食
 サービス事業者の皆様のプラットフォーム「国産有機サポーターズ」を立ち上げ。

令和６年３月2５日時点で、下記の11１社が参画

国産有機食品の需要喚起に向けて
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国産有機サポーター
ズへ参加希望の方は
こちら    →



有機農業と地域振興を考える自治体ネットワークについて
有機農業を生かして地域振興につなげている自治体や、これ
から取り組みたいと考える自治体、民間企業・民間団体の情
報交換等の場として「有機農業と地域振興を考える自治体
ネットワーク」を設置し、自治体間の情報共有等を促進

事例報告セミナーの開催状況

令和６年３月15日時点で101市町村24県４団体が参加

青森県、秋田県、山形県、宮城県、福島県、 茨城県、
栃木県、群馬県、千葉県、富山県、石川県、 福井県、
長野県、愛知県、滋賀県、兵庫県、和歌山県、岡山県、
山口県、徳島県、長崎県、熊本県、宮崎県、 鹿児島県

★参加は随時受付★
お問合せ先：農産局農産政策部農業環境対策課 （03-6744-2114）
HP：http://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/yuuki/jichinet.html

市町村会員

「有機農産物の生産・利用拡大に向けた地域間の連携
（オーガニックブリッジの取組）」をテーマに先進事例を
紹介（大阪府泉大津市、山形県鶴岡市、新潟県佐渡市）

○ネットワーク設立準備会合
全国６市町村の有機農業推進の取組事例の紹介・共有

【過去】

○給食から広がる有機農業産地づくり
（千葉県いすみ市・愛知県東郷町）
○加工品・マーケティングセミナー（㈱こだわりや）
○有機農産物の販路拡大ための自治体のチャレンジ
（大分県臼杵市・島根県） 

令和元年

平成30年度

令和２年 ○耕作放棄地を活用した有機農業の取組拡大
（㈱アグリーンハート、㈱ONE DROP FARM、

千葉県有機農業推進協議会） 
○有機農産物物流効率化セミナー2021
（取組紹介、国産有機サポーターズからの意見 等）
○有機農産物の学校給食での使用、ネットワーク化
（名古屋大学 香坂研究室主催）

令和３年 ○有機農産物の地域での消費拡大、学校給食への導入等
（千葉県木更津市 等）

○オーガニックライフスタイルEXPOで実施 
○自治体による有機農業技術習得支援の取組、学校給食
への有機食材導入の経過等

(一社)日本有機農産物協会
井関農機(株)
(株)ＩＮＧＥＮ
ハイパーアグリ(株)

神奈川県 相模原市
小田原市

新潟県 佐渡市
新発田市

富山県 南砺市
福井県 池田町
山梨県 北杜市
長野県 松川町

飯田市
辰野町
飯綱町

岐阜県 白川町
静岡県 掛川市

藤枝市
愛知県 東郷町

大府市
南知多町
美浜町
豊川市
あま市
武豊町
岡崎市

三重県 尾鷲市
名張市
伊賀市

京都府 亀岡市

山口県 宇部市
長門市

徳島県 小松島市
海陽町

愛媛県 今治市
福岡県 うきは市
長崎県 南島原市
熊本県 山都町

南阿蘇村
大分県 臼杵市

佐伯市
豊後高田市

宮崎県 綾町
         木城町
               高鍋町
鹿児島県 南さつま市
         湧水町
               南種子町

喜界町
徳之島町

北海道 安平町
青森県 黒石市

五戸町
宮城県 登米市
秋田県 大潟村  

大館市
山形県 川西町

鶴岡市
米沢市
新庄市
高畠町
山形市

福島県 磐梯町
二本松市

茨城県 常陸大宮市
笠間市

栃木県 小山市
市貝町
塩谷町
宇都宮市

群馬県 高山村
甘楽町

埼玉県 小川町
千葉県 いすみ市

木更津市  
山武市
匝瑳市
佐倉市

滋賀県 甲賀市
近江八幡市
日野町

兵庫県 市川町
丹波市
丹波篠山市
宍粟市
養父市
淡路市
豊岡市
上郡町
神戸市
加東市
朝来市

奈良県 宇陀市
天理市

和歌山県 和歌山市
かつらぎ町

鳥取県 日南町
島根県 浜田市

江津市
吉賀町
邑南町
大田市

岡山県 和気町
広島県 東広島市

神石高原町

都道府県会員 民間企業・民間団体会員

○有機農業の拡大に向けた地域ぐるみの取組、学校給食で
の試行的な利用、スマート機械の導入等

（青森県黒石市、茨城県常陸大宮市、徳島県小松島市等）
〇オーガニックライフスタイルEXPOで実施
〇オーガニックビレッジ全国集会を開催

鹿児島県南さつま市、熊本県山都町、千葉県木更津市、
宮崎県高鍋町、奈良県宇陀市等の市町村長から報告

令和４年

オーガニックライフスタイルEXPOにおいて「オーガ
ニックビレッジ宣言各自治体の取り組み」を紹介
（千葉県木更津市、京都府亀岡市、兵庫県丹波篠山市）

令和５年９月

令和５年７月

令和６年１月 オーガニックビレッジ全国集会を開催
長野県松川町、山形県川西町、島根県浜田市、
福井県越前市、兵庫県豊岡市、北海道安平町
楽天農業株式会社、(一社)次代の農と食をつくる会、
㈱ジャパンバイオファーム、NPO法人民間稲作研究所、
（一社）MOA自然農法文化事業団、㈱マイファーム

市町村

民間団体
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有機農業推進の取組事例集①

各地の取組事例を農林水産省ホームページに掲載

拠点
づくり

編

輸出
編
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有機農業推進の取組事例集②

各地の事例や農法の転換に向けた点検ポイントを農林水産省ホームページに掲載

より
詳しくは
こちら
↓
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自然と共生する里づくり連絡協議会（千葉県いすみ市）

 ⽔稲の有機栽培を⾏うほ場で栽培実証を
行い、単収が20％向上。安定多収が⾒込
めるため、栽培⾯積が令和２年度は9％拡
⼤、令和3年度は24％拡⼤。

▲有機栽培⽶を⾷べる児童）

《取組の特徴》

《取組の成果》 《取組のポイント》

・有機⽔稲の単収向上
・有機野菜の供給体制構築 等

 学校給食において、地場産有機米全量使
用に続き、地元直売所と連携した地場産
有機野菜の供給体制を構築。

 実習ほ場及び研修ほ場を設置し、土壌分析
や技術講習会を実施。有機JAS認証制度の
理解増進や土づくり技術の研修会等を実施。

▲有機JAS認証制度技術講習会

高知オーガニック（高知県高知市、本山町ほか）

《取組の特徴》

《取組の成果》
《取組のポイント》

・土壌分析・技術講習会の開催
・実需者等の意向把握・需要量の調査 等

▲集荷拠点づくり

京都オーガニックアクション協議会（京都府）

▲生産者同士の技術研鑽

《取組の特徴》

《取組の成果》 《取組のポイント》

・共同物流便運行と農産物生産販売計画・取引デー
タ共有

・生産者／実需者の意見交換会および相互訪問 等

 farmOを活用し、会員80
名のうち、30名が生産や
受発注の状況を共有し、
実需者が共同購入。

 メンバーの業者が連携し、
集荷ステーションを設置することでシェア物
流便を運行を開始し、物流コストや労働力の
低減を目指す。

▲ 現地圃場での検討会

宮崎県有機農業推進協議会（宮崎県）

 県内農家を対象に有機農業に対するアン
ケートを実施、現在の課題が消費者への理
解促進・PRにあることが明確化。

▲ 研修会の様子

《取組の特徴》

《取組の成果》 《取組のポイント》

・品⽬毎の技術研修会の開催
・県内農家を対象に有機農業に関するアンケートを実

施、課題をより明確化  等

 県内有機農業者、有機
農業に関⼼のある農家
を対象に品⽬･テーマ毎
の技術研修会を開催。

各地の取組事例集はこちら▶“オーガニックビジネス実践拠点づくり”の事例

R元：13.9ha R3：27.2ha
3,790万円  7,200万円

R元：23.75ha  
2,600万円

R2：29.38ha  
3,400万円

4,000

4,500

5,000

5,500

52

54

56

58

60

62

H30年度末 令和２年度末

（万円）（ha）

有機農業面積・販売額

有機農業面積

有機農産物の販売額

H30：55.7ha  
4,479万円

R2：61.0ha  
5,079万円

 有機農業の先進事例
を調査し、事例集を
作成。

0
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有機農業面積

R元：64.6ha R2：85.9ha
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有機農産物の販売額
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有機農業面積・販売額

有機農業面積
有機農産物の販売額

 実需者と生産者の意見交換、栽培品目等の
調整のための会議、実需者等の意向把握・
需要量の調査を実施。スーパー15店舗に専
用の販売コーナーを新たに設置。
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有限会社かごしま有機生産組合（鹿児島県鹿児島市）

《取組の特徴》

《取組の成果》 《取組のポイント》

・県産有機農産物の輸出拡大
・冷凍焼き芋、オーガニックベビーフード等の輸出向け商品開発 等

 国内外問わず商談会に積極的に参加、
新たに需要を拡大し香港向けに20品
目の農産物の輸出に成功

 海外での需要を見据え、冷凍焼き芋、
オーガニックベビーフード等の輸出向
け商品を開発。

杉本商店有機出荷者協議会（宮崎県高千穂町）

《取組の特徴》

《取組の成果》 《取組のポイント》

 海外における実需者の意向調査を行った結
果、ビーガン嗜好者向けの需要が見込めた
ため、新たに有機JAS認証を取得。

・海外需要にマッチした商品づくり
・ポン酢、しょうゆ、ソース等の有機JAS認証調味料の輸出拡大

《取組の特徴》

光食品株式会社（徳島県板野郡上坂町）

《取組の成果》 《取組のポイント》

 輸出向けの商談会に出展したり、現地
に伺って直接海外バイヤーの要望や意
見を伺うことにより、需要にマッチし
た商品づくりを行う。

 有機認証乾しいたけの
輸出拡大のため、国内
外の展示会に積極的に
参加、2年間で輸出額を
10倍以上に拡大。

▲ 展示会への出展

各地の取組事例集はこちら▶

▲ 中東向け需要開拓に向けた商談会の様子

“有機JAS認証等取得等支援事業”の事例

217 235

1…
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平成30年 令和元年

（万円） （ha）

有機JAS認証取得面積

輸出額

有機JAS認証取得面積・輸出額

 オーストラリア、イギリス、
ベルギー、シンガポールの現
地輸入業者と商談。有機ジン
ジャーHOTソース、有機ポン
酢等の有機調味料について大
ロットでの輸出商談が進行中 ▲ 有機ジンジャー

HOTソース

・海外需要を踏まえたビーガン嗜好者向けの有機JAS認証取得
・有機認証乾しいたけの輸出拡大に向けた取組 等

・海外輸送に適した商品の試作
・現地輸入業者との商談等よる販路拡大 等

ヤマキ醸造株式会社（埼玉県神川町）

《取組の特徴》

《取組の成果》 《取組のポイント》

 海外の方でも使いやすい味噌だれ等の商品開
発に取り組み、試作品を各国のバイヤーに提
供し好評価を得た。

 輸出先の規制に適合する包材を作成し、有機
JAS認証を取得予定。

 30年度に、オーストラリア、フランス、ド
イツ、デンマーク、ベルギー、オランダの現
地輸入業者と商談。日本の食品輸出EXPO
（幕張）にも出展。計235件の商談を行い販
路を拡大。

有機加工食品の生産量・
輸出金額

▲ 商談会の様子
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有機農業の取組の優良事例 より詳しくはこちら→

・ 1984年にカンキツ生産者７名により「大矢野有機の会」発足。1992年に農事組合法人を設立し、
県内全域に組合地区・生産拠点を拡大。

・ 全生産ほ場で有機栽培及び特別栽培を実施しており、 このうち９haで有機JASを取得。
・自社の有機肥料生産施設において、米の精（米ぬか）や魚かす、鶏糞等の地域資源から
ボカシ肥料（有機JAS適合）を製造し、組合員に販売。

・高糖度で品質の良い有機農産物等を供給するため、カンキツ光センサー選果機や集出荷施設を整備。

・2009年に、地域の有機農業者のほか、地域市場（現 ㈱R＆Cながの青果佐久支社）を事務局とする
有機農産物の任意の出荷団体「佐久ゆうきの会」を結成。2023年に合同会社化。

・生産者16名全員が有機JAS認証を取得。販売実績は設立当初から４倍以上の1.7億円を達成。
・受発注やトラックの手配・配送、代金回収等の販売機能を流通事業者に委託する方法で完全に外部化。
・自社で開発したクラウドシステムにより、栽培計画と受発注の状況を全生産者と取引先で共有化。

農産局長賞：有限会社くまもと有機の会（熊本県上益城郡御船町）

・1995年に設立。棚田中心の中山間地での循環型有機農業で、年間売上約８千万円を達成。
・地元企業の酒かすやおから等の食品残渣など地域資源から堆肥を生産し、地域農家にも提供。
自社養鶏飼料には減農薬で生産した飼料用米や地元の野菜残渣等を使用し、有畜複合循環型農業を実践。

・有機農産物の販売に加え、有機米を原料とした米粉や焼き菓子、有機酒・みりん等の製造・販売を実施。
・県内外の有機農業の学校での講演、里山野外教育体験の実施等により有機農業を普及。

有限会社 土遊野（富山県富山市） 面 積：約35ha（うち有機：約28ha）
構成員：15人
品 目：水稲、大豆、麦類、養鶏他

農事組合法人 大矢野有機農産物供給センター（熊本県上天草市）

佐久ゆうき合同会社（長野県佐久市）農産局長賞

農産局長賞

面 積：80ha（うち有機：約60ha）
構成員：16人
品 目：かぼちゃ、ズッキーニ、トマト他

約18種類の野菜

面 積：50ha（うち有機：約11ha）
構成員：88人
品 目：カンキツ、タマネギ、ニンジン他

約９種類の果樹・野菜

農林水産大臣賞

・有機JAS制度開始前の1983年に創業。全国約300件の生産者から有機農産物を集荷し、各地の小売事業者へ販売するほか、
宅配事業も展開。多様な産地との契約によって、タマネギ、ニンジン等十数品目で通年出荷を実現。

・地域内の生産者を繋いだ共同物流を構築するなど、流通の合理化に取り組むことで、流通コストを低減し、
生産者の収益確保と消費者の手の届きやすい価格設定を両立。

・複数市町村の公立学校の給食に有機農産物を提供するほか、保育園に対して有機加工食品等を提供。

株式会社 ビオ・マーケット（大阪府豊中市）農産局長賞 構成員：社員54人、パート227人
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15

11

3

3

0 5 10 15 20

ア．行政部局への照会

イ．有機農業関係団体への照会

ウ．現地調査、研修会での聞き取り

エ．農業者との意見交会

オ．一般公募

カ．その他

技術開発を行っている 
24(51%)

行っていない 
23(49%)

7

18

1

12

7

0 5 10 15 20

ア．有機農業者の定期的な会合の場の設定

イ．技術講習会の開催

ウ．集出荷の合理化に向けた指導

エ．販路開拓のためのイベント開催

オ．その他

行っている 
25(53%)

行っていない 
22(47%)

13

9

27

17

8

9

15

10

0 10 20 30 40 50

エ．その他

ウ．農業会議

イ．県の出先機関

ア．県庁

地域の先進的な農業者を紹介できる

 有機農業推進法第７条に規定する「有機農業の推進に関する施策についての計画（推進計画）」は平成30年までに
全ての都道府県で策定。

 都道府県における有機農業の就農相談先については、27道府県において県庁、42都道府県において県の出先機関に
相談先を設けている。

 有機農業の産地づくりに向けた支援を行っているのは25道県で、取組内容は「技術講習会の開催」が最も多く、次
いで「販路開拓のためのイベント開催」となっている。

 有機農業に利用可能な技術開発を行っているのは24道県。また、15道府県では研究テーマ設定の際、現地調査、研
修会での聞き取りを行っている。

出典：農業環境対策課 「令和４年度における有機農業の推進状況調査（都道府県対象）」

各都道府県における有機農業関連技術の開発状況

有機農業関係の研究テーマ
設定の際のニーズの把握方法

都道府県における有機農業の就農相談先

※複数回答
（単位：都道府県）

※複数回答
（単位：都道府県）

都道府県等における取組 ①

（単位：都道府県）

有機農業の産地づくりに向けた支援

※複数回答
（単位：都道府県）

具体的な支援内容
（単位：都道府県）

37



17

7

9

14

0 10 20

ア．インターネットの活用による情報の受発信

イ．シンポジウム等の開催

ウ．有機農業の取組に関する資料の提供

エ．その他

21
7

6
13

15
8

4
0

9
5

0 10 20 30

ア．有機農業者
イ．JA

ウ．消費者
エ．流通事業者
オ．小売事業者

カ．外食・中食事業者
キ．食品加工事業者

ケ．医療・福祉・化粧品業界関係者
ク．自治体関係者

ケ．その他

取り組んでいる 24(51%) 取り組んでいない 23(49%)

 24道県で、有機農業者と消費者や実需者のマッチングのための取組を実施。商談会、産地見学会、意見交換会等が
開催され、有機農業者やＪAのほか、消費者、加工、流通、中食・外食、自治体関係者等の業界関係者が参加した。

 30道県で消費者への理解・関心を増進する取組が行われており、取組内容は、インターネットの活用による情報の
受発信がもっとも多く挙げられている。

有機農業者と消費者との交流会や実需者とのマッチング

半数以上の道県でマッチングの取組が行われている。

消費者への理解・関心を増進する取組

※複数回答
（単位：都道府県）

（単位：都道府県）
（単位：都道府県）

※複数回答
（単位：都道府県）

出典：農業環境対策課 「令和４年度における有機農業の推進状況調査（都道府県対象）」

〈具体的な取組内容〉

38

〈参加した業界関係者〉

取り組んでいる 
30(64%)

取り組んでいない 
17(36%)

都道府県等における取組 ②
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令和２年度 令和３年度 令和４年度

56市町村
増

14市町村
増

 令和４年度末時点で193市町村が学校給食で有機食品を利用しており、令和３年度末から56市町村増加。
 令和４年度以降、オーガニックビレッジの取組を開始した93市町村のうち、８割以上の77市町村において学校給

食に関する取組を実施するなど、各地で有機農産物の活用の取組が拡大。

学校給食での有機食品を利用している市町村数
（令和２年度～４年度）

出典：農業環境対策課 「令和2年度、令和３年度、令和４年度における
有機農業の推進状況調査（市町村対象）」

オーガニックビレッジ取組市町村における
学校給食に関する取組状況（令和５年度）

77

16

学校給食に関する取組に関する計画がある
学校給食に関する取組に関する計画がない

8割以上のオーガ
ニックビレッジで
給食の取組を実施

※計画ベースの取組を含む

【取組市町村における主な品目】
・コメ（34市町村）
・野菜（42市町村）
・果物（４市町村）
・豆類（４市町村）
・お茶（１市町村）

93市町村のうち既に学校給食で有機食品を利用している
58市町村への聞き取り結果※を集計

39
※農業環境対策課 「令和４年度における有機農業の推進状況調査（市町村対象）」

学校給食における有機農産物等の活用に取り組む市町村の状況
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